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令和7年度年度経営計画の評価 

 

１．業務環境 

（１）地域経済及び県内中小企業者の動向 

  日本銀行下関支店の「山口県金融経済情勢」によれば、県内景気は緩やかな回復基調が続いています。こうした中、個人消費は着実に持ち

直しているものの、公共投資や住宅投資は弱めの動きとなり、企業倒産は横這いで推移しています。 

 一方、山口県実施の「県内中小企業景況調査」によれば、景況感を表す指標である業況判断ＤＩは、年度を通じてマイナス圏内で推移して

います。 

 中小企業者を取り巻く環境は、引き続く物価高騰や人手不足、中東・ウクライナ情勢等の影響など様々な経営課題を抱える中で、依然とし

て厳しい状況にあったと考えます。 

 

（２）県内中小企業者向け融資の動向及び資金繰り状況 

  日本銀行下関支店の「山口県金融経済情勢」によれば、県内金融機関の貸出残高は、前年を概ね上回っています。 

 また、山口県実施の「県内中小企業景況調査」によれば、県内中小企業者の資金繰りの指標は、マイナス圏で推移しているものの、マイナ

ス幅は縮小傾向にあるとされています。 

 

（３）県内中小企業者の設備投資動向 

  中国財務局山口財務事務所の「法人企業景気予測調査結果」によれば、令和7年度の設備投資額は、前年度に比べ3.4%の減少見込みとなっ

ています。 

 

（４）県内の雇用情勢 

  山口労働局によれば、県内の雇用情勢は求人が求職を上回っているものの、求人の一部に弱さが見られ、物価上昇等が雇用に与える影響に

注意する必要があるとされています。 
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２．重点課題について 

（１）保証部門 

   ≪多様な資金ニーズへの対応≫ 

     国や地方公共団体、当協会独自の各種保証制度を活用し、ライフステージに応じた多様な資金ニーズに対して、中小企業者の経営状

況や金融機関の支援方針を的確に把握したうえで、最適な信用保証の提供に努めました。 

 創業期では、「創業保証」(実績：386件、18億703万円 対前年比：件数101.8%、金額99.1%)、成長発展期では、金融機関の

支援状況等を考慮しつつ、国・地方公共団体の保証制度や経営者保証を不要とする当協会独自の「クオリファイド保証」（実績：495

件、225億5,114万円 対前年比：件数119.6%、金額132.8%）等を活用し支援しました。 

 また、事業再生に取り組む中小企業者には、「経営改善サポート保証」(実績：41件、14億4,961万円 対前年比：件数107.9%、

金額87.7%)を主体とする借換保証等を活用した支援を行い、事業承継期では、山口県事業承継・引継ぎ支援センターや金融機関等と

連携して「事業承継特別保証」(実績：7件、1億6,304万円 対前年比：件数87.5%、金額57.8%)を活用し、円滑な事業承継の支援

を行いました。 

さらに、「協調支援型特別保証」(実績：588件、167億3,901万円) により、金融機関による中小企業者の経営行動計画への支援や

プロパー融資と保証付き融資を組み合わせ、物価高や人手不足等の影響を受ける中小企業者の支援を行いました。 

  

   ≪中小企業者を取り巻く環境変化への対応≫ 

金融機関や関係支援機関とは、定期的な意見交換や勉強会、若手職員向けをはじめとした様々な研修会等を通じて各種保証制度や協

会業務の周知と情報共有による連携の強化を図りました。 

また、山口銀行・西京銀行・県内3信用金庫（萩山口信用金庫、西中国信用金庫、東山口信用金庫）とは、保証推進キャンペーンを通

じて、中小企業者への円滑な資金供給に努めました。 

「経営者保証改革プログラム」の趣旨を踏まえた経営者保証を徴求しない信用保証の取扱いについては、引き続き、取扱金融機関へ

周知・案内を行い、「事業者選択型経営者保証非提供制度」(実績：676件、86億9,089万円)とともに、「クォリファイド保証」等の協

会独自の制度も活用しながら、経営者保証の非徴求に努めました。その結果、法人の保証承諾のうち経営者保証に依存しない保証件数

の割合は全国平均(19.9%)を大きく上回る42.2%となりました。 

さらに、金融機関や関係支援機関との連携強化及び支援能力向上を目的とした「地域の経営・金融一体型支援ネットワーク」について

は、新たな圏域での構築にも取り組み、金融・経営両面からの一体的支援に注力しました。 
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   ≪利便性向上への取組≫ 

国や地方公共団体の支援施策については、ホームページ等を通じて発信するとともに、金融機関や関係支援機関との勉強会や会議等

も通じて周知に努めました。 

 また、「電子保証書交付サービス」は新たに3金融機関で開始し現在10金融機関に、「信用保証協会電子受付システム」は新たに7金

融機関で開始し現在10金融機関でそれぞれ稼働中ですが、更なる利用拡大に向け継続的に導入への働きかけを行っています。 

 

 

（２）期中管理・経営支援部門 

   ≪創業支援≫ 

商工団体等が主催する創業塾（セミナー）等において、創業ガイドブック等を活用した創業保証制度の説明や、ビジネスプランコンテ

スト審査員としてアドバイスの実施など、創業意欲の醸成を図りました（県内6カ所）。 

また、巡回訪問事業において、「創業先」を重点支援先とし企業訪問（65回）するなど、創業前後を通じた切れ目のない支援に努めま

した。 

さらに、やまぐち中小企業・小規模事業者経営支援強化事業（以下「専門家派遣事業」という。）による創業計画書の策定支援を4件

実施しました。 

 

   ≪経営改善支援≫ 

「地域の経営・金融一体型支援ネットワーク」を新たに萩圏域、長門圏域、周南圏域の３圏域で構築し、計５圏域において、関係機関

からの支援施策等についての情報交換やセミナー（4回）及び若手職員を対象とした研修会（4回）を実施したネットワーク会議、並び

に、個社支援を目的としたサポートミーティング（2回）を行いました。 

また、さらなる中小企業者との信頼関係の構築を目指すとともに、その過程で経営課題を把握し、予兆管理や経営改善につなげるた

めに、積極的な企業訪問を実施しました（延べ378回実施）。 

さらに、関係支援機関へのつなぎについても71件（山口県中小企業活性化協議会への事前相談23先、山口県事業承継・引継ぎ支援

センターへのつなぎ22先、山口県よろず支援拠点へのつなぎ26先）実施しました。 

加えて、山口県中小企業診断士協会と連携した専門家派遣事業（38先）、経営改善計画策定支援補助事業（37先）、早期改善計画策

定支援補助事業（7先）などにより、中小企業者の経営改善の取組を支援しました。 
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   ≪事業承継支援≫ 

巡回訪問事業において、事業承継を要する候補先として「60歳以上の経営者」を抽出し、企業訪問（48先）を実施するとともに、山

口県事業承継・引継ぎ支援センターとの帯同訪問を行うなどして、同センターと事業者とのつなぎを22先実施しました。 

さらに、全営業店で同センターとの研修会を実施し、連携を深めました。 

 

   ≪期中管理≫ 

     延滞や事故等の局面では、金融機関や関係支援機関と連携しながら速やかに状況を把握するとともに、経営改善の可能性を検討する

など適切な期中管理や代位弁済に努めました。 

 

   ≪事業再生支援≫ 

     山口県中小企業活性化協議会や金融機関等と連携・協力を図りながら、12件の抜本再生に関与しました。このうち、「経営者保証に

関するガイドライン」に沿って成立した案件が1件、ファンドへの不等価譲渡を行った案件が2件、保証付DDSを行った案件が1件とな

りました。 

 

≪経営支援の定量的な効果検証の指標及び目標値≫ 

令和６年度から令和８年度までの中期事業計画においては、専門家派遣事業による経営診断、事業承継診断、経営改善計画策定支援、

生産性向上計画策定支援を受診した企業の手ごたえや満足度等を踏まえたヒアリング結果と、受診して3年後のCRD財務点数、ローカ

ルベンチマーク等の財務指標の合計13項目について、8項目（約6割）以上が良い内容（ヒアリングでは良い回答、CRD・ローカルベ

ンチマークでは数値改善）である企業を『支援効果があった』と定義し、それが受診企業全体の6割を超えた場合に、総体として協会の

支援スキームが有効に機能していると判断することとしています。 

令和7年度は令和３年度に専門家派遣事業により支援した中小企業者を対象に、受診後3期分の決算書類を徴求した上で分析を行い、

定量的な効果検証を行いました。 

分析の結果、完済、廃業等を除いた34企業の中で、29企業の85.29%が一定の改善があったと認められる結果となり、6割以上とす

る目標を達成できました。 

令和3年度の強化事業における一定の改善があったと認められる企業の割合 

29/34企業 ＝ 85.29% ＞ 目標：一定の効果があったと認められる受診企業が全体の6割以上 

 

また、同事業の受診企業と同等の属性を持つ未受診企業を抽出し、受診企業と未受診企業のCRD財務点数の推移（改善幅）を比較す
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ることによる相対的な効果検証を行った結果、受診企業群と未受診企業群の平均CRD評点を比較すると、受診企業群は+3.33ポイント、

改善率7.24%に対し、未受診企業群は+1.60ポイント、改善率3.30%となり、受診企業の方が未受診企業よりも改善幅・改善率ともに

大きく上回っており、目標を達成することができました。 

 
基準決算 

CRD平均(A) 

受診後3年決算 

CRD平均(B) 

改善幅 

( B – A ) 

改善率 

( ( B – A ) / A ) 

受診企業34企業 46.00 49.33 ＋3.33ポイント ＋7.24% 

未受診企業1,751企業 48.46 50.06 ＋1.60ポイント ＋3.30% 

 

 

（３）回収部門 

   ≪早期対応による回収の最大化≫ 

     期中管理段階から本支店間の連携に努め、早期に関係者の資産状況を把握したこと、担保不動産の処分を進めたこと、また顧問弁護

士と協議しながら効果的に法的請求を行ったことなどにより回収の最大化を図りました。 

 このうち、代位弁済後3年以内の求償権からの回収額は6億4,534万円と全体の約6割を占め、早期対応による回収実績に結びついた

ものと思われます。 

 

   ≪適切かつ効率的な求償権解決の推進≫ 

「回収部門における基本ポリシー」に沿った対応に心がけ、連帯保証債務免除等を活用した回収や、管理事務停止・求償権整理への

取組、また事業再生が見込まれる顧客に対する不等価譲渡への対応（実績：2件）など、適切かつ効率的な求償権解決の推進を図りまし

た。 

なお、「一部弁済による連帯保証債務免除ガイドライン」による連帯保証人の債務免除件数は78件、回収額は4,206万円でした。 

 

 

（４）その他間接部門 

   ≪組織体制の整備≫ 

     ８月に萩支店を山口営業店へ、１１月に柳井支店を周南支店へ統合し、その効果が金融支援や経営支援に十分発揮できる体制整備を

行うとともに、旧萩支店や旧柳井支店が管轄していたエリアの金融機関や関係機関への定期的な訪問などにより、統合後も支障なく円

滑に業務を遂行しています。 
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   ≪業務運営の整備・強化≫ 

     「電子保証書交付サービス」（実績： 7金融機関→10金融機関）及び「信用保証協会電子受付システム」（実績： 3金融機関→10金

融機関）の実施金融機関の拡大に向けて働きかけを行いました。 

 また、令和6年10月から開始した保証業務に係る稟議書等の「保管文書の電子化」については、順調に作業が進捗し令和8年度中に

完了する見込みとなりました。 

 

   ≪人材育成の強化と活躍促進≫ 

     全国信用保証協会連合会の研修計画に沿った各種研修や関係機関主催の研修への参加、本店各部署が行う内部研修の実施、若手保証

担当者を中心とした県内3信用金庫との勉強会の実施、信用調査検定の受検（ベイシス１名、アドバンス１名）、通信教育（延べ５０名）、

企業訪問への帯同等によるOJT、外部講師を招いた研修会等、役職員の見識やスキルを高めるための取組を実施しました。 

 また、新入職員の職場への早期適応や、先輩職員の部下育成能力の向上等を目的とするメンター制度によるサポートも行いました。 

 

   ≪情報発信の強化≫ 

ホームページへのタイムリーな情報掲載、ディスクロージャー誌の発刊、地元経済情報誌への広告掲載、金融機関や関係支援機関と

の勉強会等を通じて、各種保証制度や支援事例を広く周知するとともに、協会の認知度向上に努めました。 

また、山口大学での出前授業や、周南公立大学と下関市立大学への信用保証に係る書籍寄贈を行うとともに、学生向けイベントや県

内大学等での学内説明会・企業説明会へ積極的に参加するなど、協会業務への理解促進を図る活動も行いました。 

 

   ≪地方創生への貢献≫ 

金融機関や関係支援機関と連携した創業セミナーの共催や、創業ガイドブックを活用した各種支援制度の周知を図るなど、創業意欲

の醸成に取り組みました。 

 また、「地域の経営・金融一体型支援ネットワーク」において、今年度は5圏域で金融機関や関係支援機関との関係性を構築し、各地

域における中小企業支援体制の強化に努めました。 

さらに、周南公立大学とは、連携協定に基づき、同大学の学生のキャリア形成を目的とした就業体験を実施しました。 

 

   ≪コンプライアンス態勢の維持・強化≫ 

コンプライアンス・プログラムに基づき、コンプライアンス担当者会議の開催、各部署における規程の確認やDVD視聴、コンプライ
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アンス事案情報の共有、コンプライアンスチェックシートによる法令遵守状況の確認を通じて、コンプライアンス態勢の維持・向上に努

めました。 

 反社会的勢力への対応については、引き続き、全国暴力追放運動推進センターを通じた全国信用保証協会連合会からのデータや新聞

等で収集した情報の活用、各地の警察署や山口県暴力追放運動推進センターへ訪問を行うなどの緊密な連携関係の構築、反社会的勢力

等との対応マニュアルの確認、不当要求防止講習会への参加、コンプライアンスチェックシートによる点検に加え、今年度は重点取組事

項として全部署で反社会的勢力対応に係るDVDを視聴する等、不正利用の防止・排除に向けた取組を行いました。 

 さらに、年４回の計画的な考査の実施による確認や指導、監事監査・考査での指導事項について的確に対応することでガバナンスの

強化を図りました。 

 

   ≪危機管理体制の維持・強化≫ 

自然災害など緊急事態が発生した際にも業務の継続性を確保するため、事業継続計画（ＢＣＰ）等関係規程の確認や見直し、また、気

象庁提供の訓練キットを使用した防災訓練等の実施により、危機管理体制の維持・強化に取り組みました。 
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３．事業計画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 保証承諾は、5,529件、920億665万円となり、計画値700億円に対する達成率は131.5％となりました。これは、協調支援型特別保

証制度の利用が多かったこと、融資利率の引上げを見越して借入を前倒しした企業が多かったこと、また中東情勢の悪化等による原油高等

の影響に伴う先行きの不透明感が広がったこと等の要因により計画値を上回ることができたものと考えます。 

 保証債務残高は、25,170件、2,897億1,518万円、計画値2,665億円に対する達成率は108.7％となりました。この要因としては、

新型コロナウイルス感染症対応資金の償還が進行する一方、保証承諾が前年度を上回ったこと等により計画値を上回ることができたものと

考えます。 

 代位弁済は、396件、39億2,347万円、計画値50億円に対する消化率は78.5％となりました。この要因としては、金融機関や関係機

関と連携しながら中小企業者の状況を把握し、各種保証支援・経営支援や条件変更に対応したことにより、計画値内に収まったものと考え

ます。 

 求償権の実際回収（対債務者回収）は、11億742万円、計画値6億円に対する達成率は184.6％となりました。この要因としては、初

動の徹底と早期着手を図ったことや、一部弁済による連帯保証人の債務免除などを活用した求償権解決の推進に努めたこと等により、計画

値を上回ることができたものと考えます。 

（金額：百万円）

年　度 令和7年度計画

項　目 金　　　額 金　　　額 対計画比 対前年度実績比

70,000 92,067 131.5% 102.2%

266,500 289,715 108.7% 97.1%

271,500 287,566 105.9% 91.8%

5,000 3,923 78.5% 96.6%

600 1,107 184.6% 134.6%

1,800 1,170 65.0% 91.0%

（注）代位弁済は元利合計値

令和7年度実績

求 償 権 残 高

代 位 弁 済

実 際 回 収

保 証 承 諾

保 証 債 務 残 高

保 証 債 務 平 均 残 高
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４．収支計画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常収支は、業務費や信用保険料の増加はあったものの、責任共有負担金や運用資産収入の増加により前年に比べ増加し9億34百万

円、経常外収支は、責任準備金や求償権償却準備金の繰入の増加等により△3億2百万円となり、最終的な収支差額は年度経営計画の計

画値4億43百万円を上回る6億32百万円となりました。  

（金額：百万円）

年　度　 令和7年度計画

金　　額 金　　額 対計画比 対前年度実績比 保証債務平残比

3,341 3,491 104.5%           101.0% 1.21%
2,520 2,599 103.1%           97.0% 0.90%

299 329 110.2%           116.3% 0.11%
303 304 100.3%           122.7% 0.11%
219 259 118.5%           104.0% 0.09%

2,768 2,557 92.4%             101.1% 0.89%
1,494 1,272 85.1%             101.0% 0.44%

0 0 － － －
1,264 1,277 101.1%           101.9% 0.44%

0 0 － － －
10 8 76.4%             47.2% 0.00%

574 934 162.8%           100.6% 0.32%
6,708 5,898 87.9%             108.0% 2.05%

42 117 279.6%           163.6% 0.04%
1,883 1,933 102.7%           96.5% 0.67%

382 322 84.2%             89.7% 0.11%
4,399 3,525 80.1%             118.5% 1.23%

2 1 38.6%             1.4% 0.00%
6,839 6,200 90.7%             111.8% 2.16%
4,602 3,801 82.6%             117.0% 1.32%
1,742 1,999 114.8%           103.4% 0.70%

445 344 77.2%             106.8% 0.12%
50 57 113.0%           127.0% 0.02%

-131 -302 － － -0.10%
0 0 － － －
0 0 － － －

443 632 142.7%           74.9% 0.22%
221 316 143.0%           74.9% 0.11%
222 316 142.5%           74.8% 0.11%

0 0 － － －
0 0 － － －

求償権償却準備金繰入

基 金 準 備 金 繰 入 額

求償権償却
責任準備金繰入

基 金 準 備 金 取 崩 額
基 金 取 崩 額

そ　の　他
経常外収支差額

当　期　収　支　差　額

収 支 差 額 変 動 準 備 金 繰 入 額

制度改革促進基金取崩額

収 支 差 額 変 動 準 備 金 取 崩 額

経常外収入

責任共有負担金納付金

求償権償却準備金戻入

そ　の　他
求償権補填金戻入

経常外支出

償却求償権回収金
責任準備金戻入

借入金利息
信用保険料

雑　支　出
経常収支差額

運用資産収入
責任共有負担金

令和7年度実績

そ　の　他
経常支出

業　務　費

項　目
経常収入

保　証　料
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５．財務計画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金は、本年度も新たな出捐金等はなく、変動はありませんでした。 

  収支差額変動準備金は、当期収支差額6億32百万円のうち3億16百万円を繰り入れ、107億78百万円となりました。 

  基金準備金は、当期収支差額から収支差額変動準備金に繰り入れた額を控除した残りの3億16百万円を繰り入れ、165億35百万円と

なりました。 

  この結果、基金と基金準備金を合計した基本財産は、236億36百万円となりました。 

（単位：百万円、％） （単位：百万円、％）

年 度　 年　度　

対計画比 対前年度実績比 対前年度実績比

0 0 － － 0 －

0 0 － － 0 －

0 0 － － 445 117.5

0 0 － － 127 153.8

0 0 － － 183 106.7

222 316 142.5 74.9 135 108.4

0 0 － － 0 －

7,101 7,101 100.0 100.0 0 －

16,341 16,535 101.2 102.0

23,442 23,636 100.8 101.4

0 0 － －

0 0 － －

221 316 143.0 74.8

0 0 － －

10,583 10,778 101.8 103.0

基金準備金

期

末

基

本

財

産

基 金 準 備 金 繰 入

項　目

基金補助金

国からの財政援助

地方公共団体からの財政援助

保証料補給(「保証料」計上分)

金

融

機

関

等

負

担

金

項 目

基 金 取 崩

県

基 金 準 備 金 取 崩

損失補償補填金

保証料補給(「事務補助金」計

上分)

年

度

中

出

え

ん

金

・

基　　　金

市　町　村

金融機関等

令和7年度実績令和7年度計画 令和7年度実績

合　　　計

借入金運用益

事務補助金(保証料補給分を除

く)

収支差額変動準備金期末残高

収 支差 額変 動準 備金 繰入

収 支差 額変 動準 備金 取崩

制 度 改 革 促 進 基 金 取 崩

制 度 改 革 促 進 基 金 期 末 残 高

合　　　計
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６．経営諸比率について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　（単位 ： ％）

対計画比
増減

対前年度
実績比増減

保 証 平 均 料 率 保証料収入／保証債務平均残高 0.93 0.90 -0.03 -0.02

運 用 資 産 収 入 の
保 証 債 務 平 残 に 対 す る 割 合

運用資産収入／保証債務平均残高 0.11 0.11 0.00 0.01

経 費 率 経費【業務費＋雑支出】／保証債務平均残高 0.55 0.45 -0.10 0.01

（ 人 件 費 率 ） 人件費／保証債務平均残高 0.31 0.29 -0.02 0.02

（ 物 件 費 率 ） 物件費【経費－人件費】／保証債務平均残高 0.24 0.15 -0.09 -0.01

信 用 保 険 料 の
保 証 債 務 平 残 に 対 す る 割 合

信用保険料／保証債務平均残高 0.47 0.44 -0.03 0.01

支 払 準 備 資 産 保 有 率 （流動資産－借入金）／保証債務残高 15.01 14.62 -0.39 -0.02

固 定 比 率 事業用不動産／基本財産 1.86 1.86 0.00 -0.08

基 金 の 基 本 財 産 に 占 め る 割 合 基金／基本財産 30.30 30.04 -0.26 -0.41

5.78 3.50 -2.28 -0.95

1,800 1,170

基 本 財 産 実 際 倍 率 保証債務残高／基本財産 11.37倍 12.26倍

代 位 弁 済 率 代位弁済額（元利計）／保証債務平均残高 1.84 1.36 -0.48 0.10

回 収 率
回収（元本）
　／（期首求償権＋期中代位弁済(元利計)）

1.92 3.38 1.46 0.02

（注）　１．基本財産とは、決算処理後のものとする。

　　　　２．基本財産固定率欄の下段には、計算根拠となる各年度末ごとの求償権残高の実数（単位：百万円）を記入する。

令和7年度実績令和7年度計画

（求償権残高－求償権償却準備金）／基本財産求 償 権 に よ る 基 本 財 産 固 定 率

項 目 算 式
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《年度経営計画の自己評価》 

 

保証部門は、令和7年3月に創設した金融機関のプロパー融資と保証付き融資を組み合わせて中小企業者等を支援する「協調支援型

特別保証制度」や、融資利率の引上げを見越した借入の前倒しへの対応等、創業期・成長発展期・事業承継期などライフステージや資

金ニーズに沿った資金繰り支援を行いました。 

また、中小企業者の積極的な事業展開等を支援するため、「経営者保証ガイドライン」の趣旨も踏まえ、経営者保証を徴求しない保

証の推進に積極的に取り組むことができたと考えます。 

加えて、「信用保証協会電子受付システム」や「電子保証書交付サービス」の利用金融機関の拡大や、「保管文書の電子化」の進捗

により、利便性の向上に着実に取り組むことができたと考えます。 

 今後も、引き続き、中小企業者それぞれの資金ニーズに応じたきめ細かな支援に努めるとともに、国や地方公共団体の支援策の周知

や、金融機関や関係支援機関との関係強化に取り組んでいきます。 

 

期中管理・経営支援部門は、中小企業者の経営課題の把握による経営改善や、経営状態の変化を早期に把握する予兆管理につなげる

ための積極的な企業訪問を実施するとともに、実情に応じた期中管理や経営支援に努めました。 

また、「地域の経営・金融一体型支援ネットワーク」を新たに3圏域で構築し、計5圏域でネットワーク会議や個社支援を目的とし

たサポートミーティングを実施するなど、金融機関や関係支援機関との連携の深化に努めることができたと考えます。 

さらに、昨年度に引き続いて、専門家派遣事業の効果検証を行った結果、設定した目標を達成することができており、同事業に一定

の効果がでているものと考えます。 

今後は、県下全8圏域で実施することとなる「地域の経営・金融一体型支援ネットワーク」に取り組んでいくとともに、引き続き、

中小企業者との「対話と傾聴」、金融機関や関係支援機関等との「連携の深化」に努めることで、中小企業者が抱える課題により沿っ

た経営支援を行うとともに、早期に経営悪化の予兆を検知し、必要に応じた実効性のある支援を行っていきます。 

 

回収部門においては、担当者間で回収手法や知識の共有化に努めるとともに、回収機会を逸しないよう初動の徹底と早期着手を図っ

たことや、一部弁済による連帯保証債務免除等を活用した求償権解決の推進に努めたこと等が、回収実績に繋がったものと考えます。 

今後は、引き続き、担当者間の情報共有や各営業店との連携強化を図り、機会を逸しない回収の最大化に取り組んでいきます。 

 

その他間接部門においては、支店の統廃合を特に支障もなく終えることができました。今後は統合の効果が金融支援や経営支援に十

分発揮できるよう、引き続き、体制の整備を図っていきます。 
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 また、電子化による業務効率化、研修等を通じた人材育成、認知度向上のための大学でのイベント参加や書籍の寄贈、パンフレット

の作成や経営支援事例の紹介等の情報発信など、組織力を高めるための積極的な取組ができたと考えます。 

 今後も、中小企業者に対して、金融・経営両面の一体的な支援を提供するため、引き続き、情報発信の強化や事務処理の改善、組織

体制の整備等に取り組みます。 

 

コンプライアンスについては、研修や各部署での活動を通じて、ハラスメント防止や反社会的勢力による不正利用の防止・排除への

意識の浸透を図ることができたと考えます。 

 また、ガバナンスについては、役員会の定例及び臨時会議の開催や、計画的な考査の実施や監事監査・考査での指摘事項について適

宜改善を行うことで、強化を図ることができたと考えます。 

今後も、組織的なコンプライアンス態勢の維持・強化やガバナンスの強化に取り組んでいきます。 

 

以上のように、各部門とも経営計画に掲げた課題解決のための方策に沿って取り組むことができましたが、地域経済の活性化に一層

の貢献を果たすべく、令和8年度の年度経営計画に基づき、金融支援と経営支援の一体的取組を柱に据え、役職員が一丸となって業務

の推進に積極的に取り組んでいきます。 
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≪外部評価委員の意見等≫ 

  当協会においては、山口大学経済学部・齋藤英智教授、西岡辰己税理士事務所・西岡辰己税理士及び伊藤洋一法律事務所・伊藤洋一

弁護士により構成されている「外部評価委員会」の意見、アドバイスを踏まえ、今般この「年度経営計画の評価」を作成いたしました。 

 

≪外部評価委員会評価書≫ 

令和7年度年度経営計画に対する外部評価委員会評価 

 

令和7年度年度経営計画に対する外部評価委員会の評価は以下のとおりです。 

 

 令和7年度は、事業計画の数値項目を達成できていることに加え、重点課題に対しては計画に即して取り組まれていることは評価できま

す。 

 個別の評価は次のとおりです。 

 

① 財務面について 

  当期収支差額は計画値を上回る6億3,234万円を計上することになりました。この一部を基金準備金に繰り入れたことにより、期末の

基本財産は236億3,580万円となり、財務内容の更なる充実が図られました。 

  しかしながら、引き続く物価高騰や人手不足、中東情勢等の国際情勢の影響などにより代位弁済が増加する可能性もあり、協会経営

への影響も懸念されることから、引き続き、経営基盤の安定を図るために業務・財務両面での取組を行っていく必要があります。 

 

②業務面について 

  業務全般にわたり、各分野の課題の解決に向け、経営計画に即した取組を進めることができています。 

〈保証部門〉 

  各種制度を活用し中小企業者のそれぞれのニーズに合った金融支援に取り組んだ結果、保証承諾及び保証債務残高は計画値を上回り

ました。また、経営者保証に依存しない保証や、電子化等による利便性向上や業務効率化にも積極的に取り組まれています。 

  今後とも、金融機関や関係支援機関との連携を一層深めながら、中小企業者の実態に即した金融・経営両面の支援に取り組んでくだ

さい。 

〈期中管理・経営支援部門〉 

  「地域の経営・金融一体型支援ネットワーク」の構築により、地域の金融機関や関係支援機関と連携強化した中小企業支援を進めて
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います。また、企業訪問ややまぐち中小企業・小規模事業者経営支援強化事業等に加えて新たに予兆管理にも積極的に取り組んでおり、

経営支援の定量的な効果検証においても設定した目標を達成されています。 

  今後も、中小企業者の実情に応じた期中管理や経営支援に努めるとともに、県下全8圏域での実施となる「地域の経営・金融一体型支

援ネットワーク」などを通じて、金融機関や関係支援機関との連携を一層強化し、中小企業者の抱える各種課題の解決に取り組んでい

く必要があります。 

〈回収部門〉 

  回収部門においては、回収環境が厳しい中、初動の徹底と早期着手や求償権解決の推進に努め、計画を大きく超える実績を上げてい

ます。今後も、回収最大化のために、引き続き、部署間の情報共有や回収の合理化・効率化に取り組んでください。 

 

② その他間接部門について 

  中小企業者への安定的かつ効果的な資金供給や経営支援を行うためには、業務運営・組織体制の強化や事務処理の合理化・効率化に

向けた不断の取組が必要です。支店統合の効果が、金融支援や経営支援に十分発揮できる体制を構築していくとともに、業務及び財務

面における課題を踏まえ、電子化による効率化や、保証協会の認知度向上、研修を通じた能力開発等に取り組んでいく必要があります。 

  また、公的機関としての高い規範のもと、社会的な責務を果たしていけるよう、引き続き、人材育成やコンプライアンス態勢の維持・

強化など組織力の向上に取り組むとともに、ハラスメント防止に向けた取組や反社会的勢力による不正利用の防止・排除に向けた取組

などを着実に積み重ねていくことが求められます。 

 

      令和8年7月1日 

 

                                   山口県信用保証協会 外部評価委員会 

                                     委員長   齋 藤 英 智 

                                     委 員   西 岡 辰 己 

                                     委 員   伊 藤 洋 一 

 


